
１　一般会計

(1) 収支決算の状況

　　令和元年度の決算額は、歳入総額 244億1,648万円（対前年度比（以下同じ）14.8％増）

　に対し、歳出総額 230億7,276万円（12.9％増）で、実質収支は6億6,742万円（51.5％増）

　の黒字となりました。

　　高萩・北茨城広域事務組合に対する清掃センター建設事業費負担金などの増により、歳

　出決算額が前年度に比べ、26億3,585万円増額となっています。

※ 実質収支＝歳入歳出差引－翌年度に繰り越すべき財源

(2) 歳入決算の状況

　歳入のうち、市税は、固定資産税が増額となったものの、市民税が減額となったことなどに

　利子割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金は、県税収入の減に伴い、前年

度に比べ減額、自動車取得税の改正に伴い自動車税環境性能割交付金が皆増となったものの、

自動車取得税交付金は前年度に比べ2,478万円（47.8％）の減となりました。

　地方交付税は、33億8,493万円（94.2％）の増額となっています。普通交付税は、主に基準財

政需要額において、社会福祉費が増となるなど、全体として1億8,076万円増額となったことなど

により、2億2,338万円（9.8％）の増額。特別交付税は、2,056万円（3.4％）の増。震災復興特

別交付税は、清掃センター建設に係る循環型社会形成推進交付金事業費の増に伴う地方負担分の

増などにより、31億4,100万円（444.9％）の増額となりました。

　国庫支出金は、磯原中学校建設事業及び街路改良事業に伴う国庫補助金等が増となったため、

4億9,512万円（19.8％）の増となりました。

　県支出金は、強い農業づくり事業及び茨城国体開催に伴う県補助金が増となったことなどに

より、2億3,410万円（20.7％）の増となっています。

　財産収入は、市有地売払収入の増により、2,278万円（60.6％）の増額となりました。

　繰入金は、財政調整基金繰入金、ふるさと応援基金繰入金等は増となったものの、東日本大

震災復興交付金基金繰入金の減が大きく、全体で11億4,224万円（46.2％）の減額となりました。

　市債は、地域優良賃貸住宅及び清掃センター施設整備費に係る地方債が減となったものの、

磯原中学校建設事業及び小中学校空調設備整備事業に係る地方債が増額となったため、5億6,681

万円（29.0％）の増となりました。
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より612万円（0.1％）の減となり、59億5,086万円となっています。
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(3) 歳出決算の状況【目的別】

　　総務費は、国県支出金等精算返還金の減などにより、4億7,427万円（19.0％）の減額とな

　りました。

　　民生費は、障害者自立支援事業、児童扶養手当費、私立認定子ども園施設型給付費等の増

　により、1億3,161万円（2.2％）の増額となっています。

　　衛生費は、清掃センター建設事業の増などにより、29億2,738万円（124.6％）の増額とな

　りました。

　　農林水産業費は、水産業共同利用施設復興整備事業の減などにより、9億2,600万円（51.4
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　％）の減額となりました。

　　商工費は、プレミアム付商品券事業の増などにより、1,349万円（3.6％）の増額となって

　います。

　　土木費は、街路改良事業は増となりましたが、石岡地域優良賃貸住宅整備事業の減により

　2億8,190万円（11.9％）の減額となっています。

　　消防費は、台風19号及び10月25日大雨に係る災害対策経費、資機材搬送車購入費等の増に

　より、4,394万円（5.3％）の増額となりました。

　　教育費は、磯原中学校建設事業費の増により、11億328万円（59.3％）の増額となってい

　ます。

　　公債費は、臨時財政対策債、消防庁舎、生涯学習センター整備事業等に係る地方債償還金

　の増により、1億68万円（5.8％）の増額となりました。

　　諸支出金は、基金費において、東日本大震災復興交付金基金、第74回国民体育大会開催記

　念スポーツ振興基金、都市財政調整基金等への積立金は増額となったものの、財政調整基金

　への積立金の減により、8,052万円（21.0％）の減額となりました。
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(4) 歳出決算の状況【性質別】

　　扶助費は、障害者自立支援給付費、児童扶養手当費、私立認定子ども園施設型給付費等の

　増により、1億7,695万円（4.8％）の増となりました。

　　公債費は、臨時財政対策債、消防庁舎建設事業、生涯学習センター整備事業の増により、

　1億68万円（5.8％）の増となり、義務的経費全体では、3億3,742万円（4.1％）の増となっ

　ています。
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　　物件費は、プレミアム付商品券事業経費、環境センター消耗品、下水道台帳整備委託料、

　橋りょう長寿命化計画策定委託料等の増により、8,740万円（3.5％）の増額となりました。

　　維持補修費は、道路、小中学校維持補修費の増などにより、2,051万円（7.8％）の増と

　なっています。

　　補助費等は、高萩・北茨城広域事務組合に対する清掃センター建設事業費負担金の増に

　より、27億6,725万円（152.9％）の増額となりました。

　　積立金は、財政調整基金、ふるさと応援基金積立金等の減で、8,052万円（21.0％）の

　減額となっています。

　　普通建設事業費は、街路改良事業、磯原中学校建設事業は増額となったものの、水産業共

　同利用施設復興整備事業補助金、石岡地域優良賃貸住宅整備事業等の減額により、5億4,067

　万円（11.4％）の減額となりました。

　　災害復旧事業費は、台風19号及び10月25日大雨に係る災害復旧費の増により、7,998万円

　（4,488.0％）の増額となっています。

　　繰出金は、国民健康保険事業への繰出しの減により、3,164万円（1.4％）の減額となりま

　した。
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(5) 市債現在高

　　令和元年度末現在の一般会計の市債現在高は、223億37万円で、前年度末現在高（215億

　1,841万円）と比べ、約7億8,196万円（3.6％）の増となりました。磯原中学校建設事業、

　県営土地改良事業負担金等に係る地方債、臨時財政対策債等の発行による増です。

(6) 基金現在高

　　財政調整基金は、磯原中学校建設事業、清掃センター建設事業、災害復旧事業等を実施し

　たため、多額の一般財源を要したことから取崩しを行いました。今後については、経済状況

　等の変化に対応できるよう基金を管理するとともに、取り組むべき事業の財源として活用し

　ます。

　　減債基金については、今年度は関本小中一貫校建設事業債償還金に充てるため、取崩しを

　行いました。今後は、市債の償還が増額傾向にあることから、公債費抑制のため活用します。

　　その他特定目的基金については、積み立てるべき原資が収入された場合等に積立し、その

　後、基金を活用すべき事業を実施する際の財源として活用します。

森林環境譲与税基金 8,247 - 8,247

渡邊治郎教育振興基金 7,000

泉沢霊園管理基金

肉用牛特別導入事業基金［現金］ 4,156

瓦葺利夫人材育成基金 101,262

（単位：千円）

国民健康保険出産資金貸付基金［現金］ 2,400

4,156

復興まちづくり基金 204,134

土地開発基金［現金］ 29,234

高額療養貸付基金［現金］

96,181

7,072

ふるさと応援基金 152,710

東日本大震災復興交付金基金 603,762

5,413

5,478

介護給付費準備基金 255,854

環境保全基金 247,312

地域福祉基金 7,727

国際交流基金 81,200

ふるさと水と土保全対策基金 10,042

石炭鉱害復旧用水かんがい施設維持管理基金 78,287

減債基金 151,852

都市整備事業基金 37,707

ふるさと振興基金 0

国民健康保険支払準備基金 173,241

基　金　名

財政調整基金 1,151,111

第74回国民体育大会開催記念スポーツ振興基金 35,952 - 35,952

△ 5,300

△ 122,397

増　減

△ 813,934

△ 15,981

△ 6,237

2

1,659

△ 25,635

0

△ 395

△ 11,394

0

0

0

平成30年度末
現在高

1,965,045

167,833

6,237

173,239

0

49,101

7,727

86,500

10,042

6,893

5,081

△ 1,415

△ 60,244

13,340

△ 24,939

0

2,400

29,234

令和元年度末
現在高

316,098

233,972

177,649

726,159

229,769

7,000

78,682



(7) 主な財政指標（普通会計）

　財政力指数

　経常収支比率　（％）

　公債費負担比率（％）

　実質公債費比率（％）

　将来負担比率　（％）

※財政力指数………基準財政需要額（地方公共団体が妥当かつ合理的な平均水準で行政運営を

　　　　　　　　　行った場合に要する財政需要を示す額）に対する基準財政収入額（標準的

　　　　　　　　　に収入しうると考えられる地方税等）の割合で、１に近いほど財源に余裕

　　　　　　　　　があるとされ、１を超える団体は、普通交付税の不交付団体となります。

　　　　　　　　　過去３カ年の平均値です。

※経常収支比率……財政の弾力性を表わす指標で、人件費、扶助費、公債費などの義務的な経

　　　　　　　　　常経費に、市税、地方交付税などの経常的な一般財源がどの程度充てられ

　　　　　　　　　ているかで算出されます。

　　　　　　　　　この比率が低いほど、財政構造に弾力性があることになります。

※公債費負担比率…一般財源総額に占める、公債費（地方債の元利償還金）に充当された一般

　　　　　　　　　財源の割合を示す比率であり、高いほど財政運営の硬直性の高まりを示し

　　　　　　　　　ます。

※実質公債費比率…一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模（地方交付税算定上の

　　　　　　　　　一般財源の総額）に対する比率です。［普通会計ばかりでなく、公営事

　　　　　　　　　業会計、一部事務組合分も含みます。過去３カ年の平均値です。］

※将来負担比率……一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する割合です。
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